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　本稿は、2014年 9 月22日、23日に行われた、第 2 回アンリ・カピタン協会日仏特
別研究集会（第 5 回日仏民法セミナー）「契約と裁判官─契約自由の比較考察」
におけるスーブ教授の報告を翻訳したものである。なお、この研究集会における各
報告の要旨は、法律時報87巻 7 号（2015年 6 月号）54頁以下の小特集にて紹介され
ている。併せてご参照いただければ、幸いである。
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